
改正後 改正前 

別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

 

１～２（略） 

 

（交付の対象） 

３ この交付金は、次世代育成支援対策を推進するために都道府県又は指定都市、中核市

若しくは市町村(指定都市及び中核市を除き、特別区、一部事務組合及び広域連合を含

む。以下同じ。）が策定する都道府県整備計画、市町村整備計画又は防犯対策強化整備

計画（以下「整備計画」という。）に基づいて実施される児童福祉施設等に関する施設

整備事業に交付する。 

 

 

４～５（略） 

 

（事業の種類） 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。 

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業（（４）に掲げる耐震化等整備事業を除

く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

 

ｲ 児童相談所一時保護

施設 

 

 

 ｳ 職員養成施設 

 

 

ｴ 児童自立生活援助事

業所 

 

 

児童福祉法第35条第２項又は第３

項 

 

児童福祉法第12条の４ 

 

 

 

児童福祉法第35条第10項 

 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市（特別

区を含む。） 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

別紙  

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱 

 

１～２（略） 

 

（交付の対象）  

３ この交付金は、次世代育成支援対策を推進するために都道府県又は指定都市、中核市

若しくは市町村(指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。交付要綱４の表の大分類

に定める市区町村子ども家庭総合支援拠点については一部事務組合を含む。以下同

じ。）が策定する都道府県整備計画、市町村整備計画又は防犯対策強化整備計画（以下

「整備計画」という。）に基づいて実施される児童福祉施設等に関する施設整備事業に

交付する。 

 

４～５（略） 

 

（事業の種類） 

６ 交付金の交付の対象となる施設整備事業の種類は、以下によるものとする。 

（１）次の表の①欄に定める施設の種類ごとに、②欄に定める設置根拠等により③欄に   

定める設置者が設置する施設に係る事業（（４）に掲げる耐震化等整備事業を除

く。） 

①施設の種類 ②設置根拠等 ③設置主体 

(1)児童福祉法に基づく施

設等 

ｱ 児童福祉施設 

 

 

ｲ 児童相談所一時保護

施設 

 

 

 ｳ 職員養成施設 

 

 

ｴ 児童自立生活援助事

業所 

 

 

児童福祉法第35条第２項又は第３

項 

 

児童福祉法第12条の４ 

 

 

 

児童福祉法第35条第10項 

 

 

児童福祉法第６条の３第１項 

 

 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市（特別

区を含む。） 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 



改正後 改正前 

 

ｵ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｶ 一時預かり事業所 

 

 

ｷ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｸ 利用者支援事業所 

 

 

ｹ 産後ケア事業を行う

施設 

 

 

ｺ 子育て支援のための

拠点施設 

 

 

ｻ 市区町村子ども家庭

総合支援拠点 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

改正母子保健法第17条の２ 

 

 

 

平成11年１月７日児発第14号厚生省

児童家庭局長通知「子育て支援のた

めの拠点施設の設置について」 

 

平成29年３月31日雇児発0331第49号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家庭総合支援

拠点の設置運営等について」 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市、市町

村 

 

(2)（略） （略） （略） 

(3)（略） （略） （略） 

 

（２）～（６）（略） 

  

 ７（略） 

 

 

 

ｵ 地域子育て支援拠点

事業所 

 

ｶ 一時預かり事業所 

 

 

ｷ 小規模住居型児童養

育事業所 

 

ｸ 利用者支援事業所 

 

 

ｹ 産後ケア事業を行う

施設 

 

 

ｺ 子育て支援のための

拠点施設 

 

 

ｻ 市区町村子ども家庭

総合支援拠点 

 

児童福祉法第６条の３第６項 

 

 

児童福祉法第６条の３第７項 

 

 

児童福祉法第６条の３第８項 

 

 

子ども・子育て支援法第59条第１

号 

 

改正母子保健法第17条の２ 

 

 

 

平成11年１月７日児発第14号厚生省

児童家庭局長通知「子育て支援のた

めの拠点施設の設置について」 

 

平成29年３月31日雇児発0331第49号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「市区町村子ども家庭総合支援

拠点の設置運営等について」 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

都道府県又は指定都市、

中核市若しくは市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市若しく

は市町村 

 

 

指定都市、中核市、市町

村若しくは一部事務組合 

 

(2)（略） （略） （略） 

(3) （略） （略） （略） 

 

（２）～（６）（略） 

 

 ７（略） 

 

 



改正後 改正前 

 ８ この交付金は、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村に対し、整備計画に記

載された施設整備事業に要する経費に充てるため交付するものとし、その交付額は次に

より算出するものとする。 

ただし、算出された交付額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。 

 

（１）以下のⅰ～ⅲの要件をいずれも満たし、『「里親委託・施設地域分散化等加速化プ

ラン」の実施方針について』（令和３年２月４日付け子家発0204 第１号厚生労働省子

ども家庭局家庭福祉課長通知）に基づく「施設地域分散化等加速化プラン」の採択を

受けた乳児院もしくは児童養護施設に係る整備事業 

ⅰ 概ね10 年程度で小規模かつ地域分散化を図るための整備方針（計画）を策定してい

ること。 

ⅱ 地域分散化された施設の定員を増加させる整備計画であること。 

※ 乳児院にあっては、「ケアニーズが非常に高い子どもの養育のため集合する生活単

位の整備を含む整備計画であること」 

ⅲ 概ね10 年程度でケアニーズが非常に高い子どもの養育のため集合する生活単位を除

き、全て小規模かつ地域分散化させる整備計画を策定すること。 

 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１又は別表１－２で定める基準により算出した合計基礎点数に

1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４

に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１又は別表１－２で定める基準により算出した合計基礎点数に

1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じた

 ８ この交付金は、都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村に対し、整備計画に 

記載された施設整備事業に要する経費に充てるため交付するものとし、その交付額は次

により算出するものとする。 

ただし、算出された交付額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨て

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

（２）（１）以外の場合 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で定め

る基準により算出した合計基礎点数に1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４

に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で定め

る基準により算出した合計基礎点数に1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じた

額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

９～１８ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア ６の（１）から（４）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で定め

る基準により算出した合計基礎点数に1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４

に定める国の負担割合を乗じた額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

イ ６の（５）及び（６）の事業に係る交付額を算出する。 

（ア）交付金の交付の対象となる施設整備事業につき、工事請負契約等を締結する単位

ごとに、別表１－１、別表１－２、別表１－３、別表３、別表４又は別表５で定め

る基準により算出した合計基礎点数に1,000 円を乗じた額を交付基礎額とする。 

（イ）（ア）により算出した交付基礎額の施設ごとに、対象経費の実支出額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場合は、寄付金収入額を除く。）を

控除した額とを比較して少ない方の額に別表１－４に定める国の負担割合を乗じた

額を算出する。 

（ウ）工事請負契約等を締結する単位ごとに、（ア）により算出した額と、（イ）によ

り算出した額を比較して少ない方の額の合計を交付額とする。 

 

ウ ア及びイにより算出した額を合算した額を交付額とする。 

 

９～１８ （略） 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別表１－１～１－３ （略） 

 

別表１－４ 

次世代育成支援対策施設整備交付金における施設整備事業の国、都道府県（本表 

において指定都市及び中核市含む。）、市町村、設置主体の負担割合 

 

 

①交付要綱の８（１）の事業として行う場合 

 

１．施設の設置主体が都道府県又は市町村の場合 

 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支えない。 

 

２．施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

 

別表１－１～１－３ （略） 

 

別表１－４ 

次世代育成支援対策施設整備交付金における施設整備事業の国、都道府県（本表 

において指定都市及び中核市含む。）、市町村、設置主体の負担割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支えない。 

 

②交付要綱の８（２）の事業として行う場合 

 

１．施設の設置主体が都道府県又は市町村の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設の設置主体が都道府県又は市町村の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

２．施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．施設の設置主体が民間（法人等）の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 〔 〕内は国の想定している割合を参考として掲記。 

ただし、国以外の負担割合は都道府県又は市町村の実情に応じて設定して差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画

に基づく事業として行う場合）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第４条第１項に規定する沖縄振興計画

に基づく事業として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律（昭和55年法律第63号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同

法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法

（平成７年法律第111号）第２条第１項に規定する地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される

事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合）として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

 

 

■交付基礎点数表（地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律（昭和55年法律第63号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同

法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法

（平成７年法律第111号）第２条第１項に規定する地震防災緊急事業五箇年計画に基づいて実施される

事業のうち同法別表第１に掲げる社会福祉施設（木造の改築として行う場合）として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成25年法律第87

号）第12条第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４

号に基づき政令で定める施設として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交付基礎点数表（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成25年法律第87

号）第12条第１項に規定する津波避難対策緊急事業計画に基づいて実施される事業のうち、同項第４

号に基づき政令で定める施設として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

■交付基礎点数表（児童養護施設等の地域分散化事業として行う場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

（注）１ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第２条第２項の規定に基づき指定された特

別豪雪地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規定された奄美群

島、離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策

実施地域、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第４条第１項に規定された

小笠原諸島又は沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第３条第１項第３号に規定された

離島のいずれかに所在する場合（児童厚生施設を除く。）は、上記交付基礎点数に対して、

0.08を乗じて得られた点数を加算する。（小数点以下切捨て） 

   ２ 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の２分の１以内で厚生労働大臣の必要と

認めたポイントであること。 

      ３ 一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一

部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年６月

12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て） 

   ４ 児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数

を適用する。 

      ５ 乳児院、児童養護施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及

び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。 

      ６ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「病児保育事業の

実施について（平成27年７月17日雇児発0717第12号通知）」に基づき、病児対応型及び病後児

対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。 

      ７ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された交付基礎点数を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

■解体撤去交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

■解体撤去交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

■仮設施設整備工事費交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） （略） 

 

 

 

 

 

 

■仮設施設整備工事費交付基礎点数表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

■積雪寒冷地域体育施設 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

■地域交流スペース 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

■余裕教室活用促進事業 交付基礎点数表  

 

 

 

 

 

 

 

 

■積雪寒冷地域体育施設 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）(略) 

 

 

■地域交流スペース 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

■余裕教室活用促進事業 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

（注） （略） 

■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■自動火災報知設備の感知器と連動して起動する火災通報装置 交付基礎点数表 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

（注） （略） 

■スプリンクラー設備工事費 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 

■自動火災報知設備の感知器と連動して起動する火災通報装置 交付基礎点数表 

 

 

 

 

※ 創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る 

 

 



改正後 改正前 

 

■特殊附帯工事 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

■定期借地権設定のための一時金加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■特殊附帯工事 交付基礎点数表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別表３ （略） 

 

別表４  

算定基準 

（余裕教室活用促進事業） 

 

 

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

別表５ （略） 

 

 

 

 

 

 

１区

分 
２基準 ３対象経費 

４負

担割

合 

施設

整備 

余裕教室を児童福祉施

設等に改築する場合

は、別表２に掲げる交

付基礎点数17,877点

（ただし、児童厚生施

設については、11,922

点）とする。なお、初

度設備相当を併せて整

備する場合は、3,182点

（ただし、児童厚生施

設については、2,120

点）を加えたものとす

る。 

(1) 余裕教室を社会福祉施設等に改築（施

設の整備と一体的に整備されるものであっ

て、地方厚生（支）局長が必要と認めた整

備を含む。）するために必要な工事費又は

工事請負費及び工事事務費 

(2) 暖房設備工事費 

    暖房設備に必要な工事費又は工事請負

費(3) 冷房設備工事費 

    冷房設備に必要な工事費又は工事請負

費(4) 冷暖房設備工事費 

    冷暖房設備に必要な工事費又は工事請

負費 

(5) 浄化槽設備工事費 

    浄化槽設備に必要な工事費又は工事請

負費 

別表

１－

４の

とお

り 

別表３ （略） 

 

別表４  

算定基準 

（余裕教室活用促進事業） 

 

 

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された算定基準を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

別表５ （略） 

 

 

 

 

 

 

１区

分 
２基準 ３対象経費 

４負

担割

合 

施設

整備 

余裕教室を児童福祉施

設等に改築する場合

は、別表２に掲げる交

付基礎点数17,561点

（ただし、児童厚生施

設については、11,711

点）とする。なお、初

度設備相当を併せて整

備する場合は、3,126点

（ただし、児童厚生施

設については、2,082

点）を加えたものとす

る。 

(1) 余裕教室を社会福祉施設等に改築（施

設の整備と一体的に整備されるものであっ

て、地方厚生（支）局長が必要と認めた整

備を含む。）するために必要な工事費又は

工事請負費及び工事事務費 

(2) 暖房設備工事費 

    暖房設備に必要な工事費又は工事請負

費(3) 冷房設備工事費 

    冷房設備に必要な工事費又は工事請負

費(4) 冷暖房設備工事費 

    冷暖房設備に必要な工事費又は工事請

負費 

(5) 浄化槽設備工事費 

    浄化槽設備に必要な工事費又は工事請

負費 

別表

１－

４の

とお

り 



改正後 改正前 

別表６ 耐震化等整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表６ 耐震化等整備事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

別紙 １                                                                 

 様式 １－１                                                          

第     号 

年  月  日 

                                                                                                                             

   ○○厚生（支）局長 殿                                               

                                                                            

                                                都道府県知事        

                                                指定都市の長        

                                                中核市の長     

                                              市町村長        

                                                                                                                             

                                                                            

     （元号）  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の交付         

     申請について                                                    

                                                                                                                 

                                                                                                                                                      

     標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて 

  申請する。                                                                

 

                                                                                                                                                      

  １ 申請額       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２）  

  ２ 整備計画概要       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２） 

   ３ 防犯対策強化計画書    別紙のとおり（別紙１ 様式１－３） 

  ４ 申請額算出内訳      別紙のとおり（別紙１ 様式１－５）  

                                                                                                                 

                                                                                                                 

  （添付書類）                                                             

   ・ 都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村の歳入歳出予算書 

    （見込書）抄本                                                      

                                                                            

  （注）前年度から繰越を行った事業については、「（元号）  年度」 

    の後に「（（元号）  年度からの繰越分）」と明記すること。   

 

 

別紙 １                                                                 

 様式 １－１                                                          

第     号 

年  月  日 

                                                                                                                             

   ○○厚生（支）局長 殿                                               

                                                                            

                                                都道府県知事        

                                                指定都市の長        

                                                中核市の長    印 

                                              市町村長        

                                                                                                                             

                                                                            

     （元号）  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の交付         

     申請について                                                    

                                                                                            

                                                                                                                             

     標記について、次により交付金を交付されるよう関係書類を添えて 

  申請する。                                                                

 

                                                                                                                             

  １ 申請額       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２）  

  ２ 整備計画概要       別紙のとおり（別紙１ 様式１－２） 

   ３ 防犯対策強化計画書    別紙のとおり（別紙１ 様式１－３） 

  ４ 申請額算出内訳      別紙のとおり（別紙１ 様式１－５）  

                                                                                                                 

                                                                                                                 

  （添付書類）                                                             

   ・ 都道府県又は指定都市、中核市若しくは市町村の歳入歳出予算書 

    （見込書）抄本                                                      

                                                                            

  （注）前年度から繰越を行った事業については、「（元号）  年度」 

    の後に「（（元号）  年度からの繰越分）」と明記すること。   

 

 



改正後 改正前 

別紙 １ 様式１－２～１－５（略） 

 

別紙 ２                                                                       

 様式 １－１                                                                

                                                                番     号 

                                                                年  月  日 

                                                                               

                                                                                

 ○○厚生（支）局長 殿                                                     

                                                                                

                                                      都道府県知事 

                                                      指定都市の長 

                                                      中核市の長   

                                                    市町村長 

  

                                                                                                                                                              

                                                                                

（元号）  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の事業 

実績報告について 

                                                                                                                                                           

                                                                                

 （元号）  年 月  日第   号で交付決定を受けた（元号）  年度次世代育成支

援対策施設整備交付金に係る事業実績については、次の関係書類を添えて報告する。 

                                                                                

                                                                                

 １ 精算額       別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ２ 整備計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ３ 防犯対策強化計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－３）  

 ４ 精算額算出内訳       別紙のとおり（別紙２ 様式１－４）  

 ５ 事業実績報告書       別紙のとおり（別紙２ 様式１－５）  

 ６ 都道府県、指定都市、中核市、市町村及び設置主体の歳入歳出決算書 

 （見込書）抄本       

 

（注）前年度から繰越を行った事業については、「（元号）  年度」の後に 「（（元

号）  年度からの繰越分）」と明記すること。                    

別紙 １ 様式１－２～１－５（略） 

 

別紙 ２                                                                       

 様式 １－１                                                                

                                                                番     号 

                                                                年  月  日 

                                                                               

                                                                                

 ○○厚生（支）局長 殿                                                     

                                                                                

                                                      都道府県知事 

                                                      指定都市の長 

                                                      中核市の長  印 

                                                    市町村長 

  

                                                                                                                             

                                                                                

（元号）  年度次世代育成支援対策施設整備交付金の事業 

実績報告について 

                                                                                                                             

                                                                                

 （元号）  年 月  日第   号で交付決定を受けた（元号）  年度次世代育成支

援対策施設整備交付金に係る事業実績については、次の関係書類を添えて報告する。 

                                                                                

                                                                                

 １ 精算額       別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ２ 整備計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－２）  

 ３ 防犯対策強化計画実績の概要     別紙のとおり（別紙２ 様式１－３）  

 ４ 精算額算出内訳       別紙のとおり（別紙２ 様式１－４）  

 ５ 事業実績報告書       別紙のとおり（別紙２ 様式１－５）  

 ６ 都道府県、指定都市、中核市、市町村及び設置主体の歳入歳出決算書 

 （見込書）抄本       

 

（注）前年度から繰越を行った事業については、「（元号）  年度」の後に 「（（元

号）  年度からの繰越分）」と明記すること。                    



改正後 改正前 

 

 

別紙２ 様式１－２～１－６（略） 

 

別紙３～５（略） 

 

別紙 ６ 

 

番     号    

                                                                年  月  日 

 

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都道府県知事 

指定都市の長 

中核市の長   

                         市町村長 

                          

 

（元号） 年度次世代育成支援対策施設整備交付金の年度終了実績 

報告について 

 

  標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年 

 法律第１７９号）第１４条後段の規定により別紙のとおり報告する。 

 

 

 

別紙 ６ 別紙（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 様式１－２～１－６（略） 

 

別紙３～５（略） 

 

別紙 ６ 

 

番     号    

                                                                年  月  日 

 

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都道府県知事 

指定都市の長 

中核市の長  印 

                         市町村長 

                          

 

（元号） 年度次世代育成支援対策施設整備交付金の年度終了実績 

報告について 

 

  標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年 

 法律第１７９号）第１４条後段の規定により別紙のとおり報告する。 

 

 

 

別紙 ６ 別紙（略） 

 

 

 

 

 

 



改正後 改正前 

 

別紙 ７ 

 

                             番     号 

                              年  月   日  

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都道府県知事 

                         指定都市の長 

                         中核市の長  

                         市町村長 

 

 

（元号）  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 （元号） 年 月 日第  号で交付決定を受けた（元号）  年度次世代育成支援対策

施設整備交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり報

告する。 

 １ 整備計画内における施設の種類及び名称 

 ２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 

  第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

                           金        円 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入 

  控除税額（要交付金等返還相当額） 

                           金        円 

 ４ 添付書類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が確認でき 

る資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する 

 

 

 

別紙 ７ 

 

                             番     号 

                              年  月   日  

 

   ○○厚生（支）局長  殿 

 

                         都道府県知事 

                         指定都市の長 

                         中核市の長   印 

                         市町村長 

 

 

（元号）  年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 （元号） 年 月 日第  号で交付決定を受けた（元号）  年度次世代育成支援対策

施設整備交付金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、次のとおり報

告する。 

 １ 整備計画内における施設の種類及び名称 

 ２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号） 

  第１５条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

                           金        円 

 ３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入 

  控除税額（要交付金等返還相当額） 

                           金        円 

 ４ 添付書類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が確認でき 

る資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する 

 

 

 


